
厚生労働省医政局看護課 

平 成 ３ ０ 年 ９ 月 

平成31年度 看護関係予算概算要求の概要 

（１）特定行為に係る看護師の研修制度の推進 

① 看護師の特定行為に係る研修機関支援事業 一部新規 拡充 

５１６百万円（３４７百万円） 

       特定行為に係る看護師の研修制度の円滑な実施及び特定行為研修を修了した看護師の

確保を図るため、看護師の特定行為研修を実施する研修機関の設置準備に必要な経費や

運営に必要な経費に対する支援を行う。また、特定行為に係る看護師の研修制度の普及

・理解促進や研修受講者の確保を図るため、研修制度に関するシンポジウム開催や研修

受講に関する情報発信に対する支援を行う。 

② 看護師の特定行為に係る指導者育成等事業     ５８百万円（５８百万円） 

       指定研修機関や協力施設において効果的な指導ができるよう、指導者や指導者リーダ

ーの育成研修の実施等に対する支援を行う。 

③ 看護師の特定行為に係る指定研修機関等施設整備事業 ※医療提供体制施設整備交付金７６億円の内数 

看護師の特定行為に係る指定研修機関等において、研修を実施するためのカンファレ

ンスルームの施設整備やeラーニングを設置するための施設整備、研修受講者用の自習

室の施設整備等に必要な経費に対する支援を行う。 

（２）看護職員の資質向上推進 

① 看護教員等養成支援事業（通信制教育） 拡充    ８０百万円（８百万円） 

看護教員等の養成における通信制教育（ｅラーニング）の実施に対する支援を行う。 

また、医療・看護を取り巻く環境の変化を踏まえ、eラーニング内容の見直しに向けた

検討や、その検討を踏まえた新たなeラーニング内容の作成に対する支援を行う。 

② 看護教員教務主任養成講習会事業         １１百万円（１１百万円）                         
看護師等養成所の運営・管理及び教員に対する指導を行うために必要な専門的知識・

技術を修得させることを目的とした、講習会の実施に対する支援を行う。 

③ 在宅看取りに関する研修事業           ２２百万円（２２百万円） 

在宅での看取りにおける医師による死亡診断に関わる手続の整備を図るため、「規制

改革実施計画」（平成28年6月2日閣議決定）を踏まえた、医師による死亡診断等に必

要な情報を報告する看護師を対象にした法医学等に関する研修の実施に対する支援を行

う。 

（３）看護業務の効率化に向けた取組の推進 

   看護業務効率化先進事例収集・周知事業 新規      ２９百万円（０百万円） 
看護職がより専門性を発揮できる働き方の推進や生産性の向上、看護サービスの質の向

上を図るため、看護業務の効率化に資する医療機関の取組を募集し、選考委員会を設置し

１．看護職員の資質向上等 

（括弧書きは前年度予算額） 

 



て先進的な取組を選定するとともに、先進的な取組を行う医療機関を表彰し、取組を周知

する。 

（１）ナースセンターの機能強化等による復職支援等 

① 中央ナースセンター事業 拡充         ３４９百万円（２１１百万円） 

看護師等の未就業者の就業促進など看護師等の確保を図るため、都道府県ナースセン

ターの取組の支援・指導・調整などに対する支援を行う。また、相談員の資質向上や訪

問看護等へのマッチング強化を図るための都道府県ナースセンター相談員に対する研修

の実施、無料職業紹介システム（eナースセンター）等の安定的運用や利便性向上に向

けたOSのバージョンアップに対する支援を行う。 

② 看護職員就業相談員派遣面接相談事業  ※医療提供体制推進事業費補助金２３４億円の内数 

都道府県ナースセンターに勤務する就労支援相談員が、ハローワークと連携して実施

する求職者の就労相談や求人医療機関との調整などに対する支援を行う。 

（２）看護職員確保対策の総合的推進 

①  看護職員確保対策特別事業             ４４百万円（４４百万円）                         

看護職員の離職防止対策をはじめとした総合的な看護職員確保対策の推進に資する取

組に対する支援を行う。 

② 助産師活用推進事業（旧助産師出向等支援導入事業）  ※医療提供体制推進事業費補助金２３４億円の内数 

医療機関における助産師就業の偏在解消や実習施設確保、助産実践能力の向上等を

図るため、助産師出向や助産師就業の偏在の実態把握、助産所が妊産婦の異常に連携し

て対応する医療機関を確保するための相談・調整等の実施に対する支援を行う。また、

院内助産・助産師外来の普及や理解促進を目的とした講演・シンポジウム等の実施に対

する支援を行う。 

（１）外国人看護師受入支援事業・外国人看護師候補者学習支援事業 

１６６百万円（１６６百万円） 

  ① 外国人看護師受入支援事業           ６２百万円 （６２百万円） 

      外国人看護師候補者の受入を円滑に進めるため、国内説明会の開催や看護分野の基礎

研修の実施、看護専門家等による受入施設に対する巡回訪問の実施等に対する支援を行

う。 

  ② 外国人看護師候補者学習支援事業       １０４百万円（１０４百万円） 

      外国人看護師候補者に対し、看護専門分野を中心とした日本語習得研修の充実を図る

ため、ｅラーニングでの学習支援システムを構築・運用するとともに、候補者に対する

定期的な集合研修の実施や受入施設の研修責任者等に対する研修計画の助言等に対する

支援を行う。 

２．看護職員の復職支援等 

３．経済連携協定（ＥＰＡ）に基づく外国人看護師受入 



（２）外国人看護師候補者就労研修支援事業 ※医療提供体制推進事業費補助金２３４億円の内数 

外国人看護師候補者が就労する上で必要となる日本語能力の向上を図るため、受入施設

に対して、日本語講師を招聘するために必要な経費、研修指導者等経費や物件費に対する

支援を行う。 

 

（１）地域医療介護総合確保基金（医療分） 

事項要求（６２，２４４百万円） 

各都道府県が策定した地域医療構想を踏まえた病床の機能分化・連携等に関する事業が一層本

格化する。また、病床の機能分化・連携を進めるためには、居宅等における医療の提供や医療従

事者の確保についても、併せて推進する必要がある。2025年に向けて、地域医療構想の達成を

推進するため、引き続き、地域医療介護総合確保基金による支援が求められる。 

 

（参考）【対象事業】 

①地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業     

急性期病床から回復期病床への転換等、地域医療構想の達成に向けた病床の機能の分化

及び連携等について実効性のあるものとするため、医療機関が実施する施設・設備整備に

対する助成を行う事業。 

②居宅等における医療の提供に関する事業     

地域包括ケアシステムの構築を図るため、在宅医療の実施に係る拠点の整備や連携体制

を確保するための支援等、在宅における医療を提供する体制の整備に対する助成を行う事

業。 

③医療従事者の確保に関する事業 

医師等の偏在の解消、医療機関の勤務環境の改善、チーム医療の推進等の事業に助成す

ることにより、医師、看護師等の地域に必要な質の高い医療従事者の確保・養成を推進す

る事業。 

 

（２）地域医療介護総合確保基金における主な看護関係事業（例） 

  ① 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 

      ○ 院内助産所や助産師外来を設置する場合の施設・設備整備に対する支援 

② 居宅等における医療の提供に関する事業 

      ○ 訪問看護の人材育成や人材確保を図るための研修の実施に対する支援 

      ○ 訪問看護推進協議会などの設置や会議開催に対する支援 

  ③ 医療従事者の確保に関する事業 

４．地域医療構想の達成に向けた取組の推進 



      ○ 看護師等養成所の運営や施設・設備の整備に対する支援 

      ○ 新人看護職員の資質向上や早期離職防止の観点からの研修の実施に対する支援 

      ○ 看護職員の資質向上のための研修の実施に対する支援 

      ○ 看護管理者に対する看護職員の負担軽減に資する看護補助者の活用も含めた研修

の実施に対する支援 

      ○ 看護師宿舎の整備に対する支援 

      ○ 看護職員の就労環境改善（多様な勤務形態の導入や職場風土の改善に関する研修

の実施など）に対する支援 

      ○ 看護職員の勤務環境改善のための施設整備（病院のナースステーションや仮眠室

などの拡張・新設）に対する支援 

      ○ 看護職員をはじめとする医療従事者の離職防止や再就業を促進するための病院内

保育所の運営や整備に対する支援 

      ○ 医療勤務環境改善支援センターの運営 


